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【誤訳訂正書】
【提出日】平成25年8月26日(2013.8.26)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２６】
　一実施形態において、本発明は、CD4とHIV-1 gp120との相互作用に干渉できる物質が、
活性化調節性T細胞(Treg細胞)の増加により臨床像を改善できる疾患に対し、好影響を与
えるのに役立つことができるかどうかを測定する方法であって、前記方法において、
(a)Treg細胞を含む溶液を用意し、ここでTreg細胞は、好ましくはCD4+CD25+Treg細胞また
はTr1細胞またはTh3細胞であり、前記溶液は、より好ましくは、さらに不活化同系CD3枯
渇PBMC(好ましくは照射またはマイトマイシンCにより不活化されている末梢血単核細胞)
もしくは樹状細胞(DC)および同種CD8+T細胞もしくは同種CD4+T細胞を含み、
(b)Treg細胞と被験物質との相互作用を可能にする条件下で前記物質を添加し、
(c)Treg細胞が活性化されたかどうかを測定し、ここで活性化Treg細胞によりTreg細胞ア
クチベーターとして前記物質が同定されることを含む前記方法に関する。
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